
















325
2,542

96
1,685
1,139
96,060
1,689

6,163

       0.80

109,699

H29年度

117,952

103,536

105,325

0

-1,789

103,536

0
0
0
0
0
0

2,973

3,383

       0.45

6,356

H30年度

0

2,973

0

0

2,973

2,973

0
0
0
0
0
0
0

0

       0.00

0

R01年度

皆減

0

0

0

0

0

低所得の住民に対し消費税率引上げによる負担の影響が緩和される。

平成３１年１０月以降については軽減税率制度が開始され
る予定であることから臨時福祉給付金を実施すべき法律上
の条件が解除される。

個人住民税（均等割）が課税されていな
い者（課税されている者の扶養親族等を
除く）一人につき15,000円を給付する。

【平成29年度　事業内容】 【平成30年度　事業内容】 【令和元年度　事業内容】

臨時福祉給付金給付事業（政策）

平成２８年度個人住民税が
非課税※扶養者が課税され
ている場合などは支給対象
外

16

対象

01
03

期間限定複数年度　（平成26年度～平成29年度）

市臨時福祉給付金実施要綱

特になし

01

行政主体

消費税率の引上げによる影響を緩和するため、所得の低い方々に対して、軽減税率の導入を行うまでの間、暫定
的・臨時的な措置として臨時福祉給付金を支給する

01

平成30年度

補助事業

04 共済費
07 賃金
11 需用費
12 役務費
13 委託料
19 負担金、補助及び交付金
23 償還金、利子及び割引料

4．健康で思いやりをもって暮らせるまちづくり

（4）地域福祉の向上

2　低所得者福祉

①生活困窮者自立支援

社会福祉課

社会福祉担当

政策経費

9



□結びついている □見直す余地がある

□妥当である □見直す余地がある

H29年度

□余地がない □見直す余地がある

□影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

H30年度

□事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
□人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

R01年度

□公平・公正である □見直す余地がある

   5,519.00        0.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

申請通知書送付件数
   5,500.00        0.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

申請通知書送付件数

吉田　均
■終了　□廃止　□休止　□統廃合　□継続（□見直し　□現状維持）

寺田　茂孝
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

国の制度に則り適正な給付金の支給に努めること。

件

   6,404.00        0.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

給付金支給件数
   7,400.00        0.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

給付金支給件数 件

10



135
7

299
2,981

1,926

       0.25

5,348

H29年度

3,538

3,422

0

0

3,422

3,422

0
0
0
0

0

       0.00

0

H30年度

0

0

0

0

0

0

0
0
0
0

0

       0.00

0

R01年度

0

0

0

0

0

年齢，性別，障害の有無などに拘わらず誰もが地域の一員として，地域における課題を自ら解決するよう努め，
さらに，お互いに支え合う気持ちを持って，助け合いながら，安心して生活していくことのできる地域社会の実
現が期待される。

次回作成は平成３５～３９年度分

地域福祉計画作成業務委託
地域福祉計画策定に係るアンケート調査

【平成29年度　事業内容】 【平成30年度　事業内容】 【令和元年度　事業内容】

福祉事務所事業（政策）

市民

20

対象

01
03

単年度のみ

社会福祉法

保健福祉部関連事業全般

01

行政主体

福祉サービスを必要とする地域住民が、地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会・経済・文化その
他あらゆる分野の活動に参加する機会が与えられるようにすること、いわゆる「ノーマライゼーション社会」の
実現を図ることを目的とする。

01

平成30年度

管理・運営

08 報償費
11 需用費
12 役務費
13 委託料

4．健康で思いやりをもって暮らせるまちづくり

（4）地域福祉の向上

1　地域福祉

①地域福祉意識の高揚

社会福祉課

社会福祉担当

政策経費
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□結びついている □見直す余地がある

□妥当である □見直す余地がある

H29年度

□余地がない □見直す余地がある

□影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

H30年度

□事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
□人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

R01年度

□公平・公正である □見直す余地がある

       3.00        0.00        0.00

      32.50        0.00        0.00

地域福祉計画策定に係る委員会の開催数

地域福祉計画策定に係るアンケート回収率

       4.00        0.00        0.00

      50.00        0.00        0.00

策定委員会の開催

アンケート回収率

□終了　□廃止　□休止　□統廃合　□継続（□見直し　□現状維持）

□終了　□廃止　□休止　□統廃合　□継続（□見直し　□現状維持）

回

％

     100.00        0.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

地域福祉計画本編の策定部数
     100.00        0.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

地域福祉計画策定部数 部

12



4,031

2,311

       0.30

6,342

H29年度

4,372

4,031

0

0

4,031

4,031

4,036

1,880

       0.25

5,916

H30年度

4,372

4,036

0

0

4,036

4,036

4,579

1,976

       0.25

6,555

R01年度

13.45 4.73

4,579

0

0

4,579

4,579

障害者等の経済的負担を軽減することができる。

特になし

難病患者福祉金支給事業
障害者手帳交付申請診断書料助成事業

【平成29年度　事業内容】

難病患者福祉金支給事業
障害者手帳交付申請診断書料助成事業

【平成30年度　事業内容】

難病患者福祉金支給事業
障害者手帳交付申請診断書料助成事業

【令和元年度　事業内容】

難病患者への福祉金の支給、障害者手帳を取得する際に必
要となる診断書取得費用の助成を行う。

障害者給付事業（政策）

障害者（児）、難病患者

04

対象

01
03

継続　（　　  年度～　）

市難病患者福祉金支給要綱、市障害者手帳

交付申請診断書料助成要綱

障害者自立支援事業
障害者地域生活支援事業

01

行政主体

障害のある人、障害者（児）を介護する保護者とその家族の生活に係る経済的負担の軽減を図り、心身的労苦に
報いることで福祉の増進を図る。

03

平成30年度

補助事業

20 扶助費

4．健康で思いやりをもって暮らせるまちづくり

（3）障害者福祉の向上

1　障害者福祉

①自立生活の支援

社会福祉課

障害福祉係

政策経費
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■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

障害者の生活の安定と経済的支援を目的としており、障害者の自立に向けた政策に結びついて
いる。

障害者の経済的負担を軽減するものであり、妥当である。

H29年度

■余地がない □見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

対象者の増減により成果実績に変動があり、成果向上の余地はないと考える。

障害者の経済的負担が増加となる。

類似する事業がないため、連携できない。

H30年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

全国的に同様の事業を実施しており、事業費削減は、障害者の経済的支援の減少によるサービ
ス低下につながる。また、業務は効果的に行っているため削除の余地はない。

R01年度

■公平・公正である □見直す余地がある

対象者は障害者であり、障害者の経済的負担を軽減するものなので妥当である。

     184.00      182.00        0.00

      86.00      104.00        0.00

難病患者福祉金支給者延人数

障害者手帳申請診断書料助成延人数

     250.00      250.00      250.00

     100.00      100.00      100.00

難病患者福祉金支給者数

障害者手帳申請診断書助成数

今後も適正な審査に努め適正な支給を行う。

吉田　均
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

障害者等の生活の安定と経済的負担の軽減を図るため、適正な審査に基づき支給すること。

寺田　茂孝
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

障害者やその家族を支援するため、適正な審査と支給に努めること。

人

人

     100.00      100.00        0.00

     100.00      100.00        0.00

難病患者福祉金の申請に対しての支給率

障害者手帳申請診断書料助成の申請に対しての支給率

     100.00      100.00      100.00

     100.00      100.00      100.00

難病患者福祉金支給率

障害者手帳申請診断書助成率

％

％
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145
2,322
235

3,467

       0.45

6,169

H29年度

2,920

2,702

0

0

2,702

2,702

0
0

193

3,383

       0.45

3,576

H30年度

345

193

0

0

193

193

0
0

304

3,557

       0.45

3,861

R01年度

57.51 -11.8

304

0

0

304

304

障害者(児）の経済的負担を軽減することができる。

特になし

補装具費用負担額助成事業
障害者計画・障害福祉計画
策定業務

【平成29年度　事業内容】

補装具費用負担額助成事業

【平成30年度　事業内容】

補装具費用負担額助成事業

【令和元年度　事業内容】

障害者の地域での自立した生活を支援するため補装具費の
負担額を助成する。
障害者基本法や障害者総合支援法などに基づき障害者計画
・障害福祉計画を策定する。

障害者自立支援事業（政策）

障害者（児）

06

対象

01
03

継続　（　　  年度～　）

市補装具費用負担額助成要項

障害者自立支援事業

01

行政主体

障害者（児）が自立して地域生活を営む上で必要となる身体機能・生活能力の維持・向上を図る。

03

平成30年度

補助事業

08 報償費
13 委託料
20 扶助費

4．健康で思いやりをもって暮らせるまちづくり

（3）障害者福祉の向上

1　障害者福祉

①自立生活の支援

社会福祉課

障害福祉係

政策経費
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■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

障害者の自立した生活を支援することを目的としており、障害者のサービス利用により福祉施
策に結びついている。

障害者の経済的負担を軽減するもので妥当である。

H29年度

■余地がない □見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

対象者は限定されており周知徹底されている。

障害者の経済的負担が増加される。

類似する事業がないため、連携できない。

H30年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

既に効果的に業務を行っているため、削除の余地はない。

R01年度

■公平・公正である □見直す余地がある

調査を行い公平・公正に助成している。

      39.00       29.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

補装具費用負担額助成延人数
      50.00       50.00       50.00

       0.00        0.00        0.00

補装具費用負担額助成数

今後も適正な審査に努め適正な支給を行う。

吉田　均
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

障害者の地域での自立した生活を支援するに必要な事業であるため、適正な審査に基づき支給すること。

寺田　茂孝
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

障害者の自立や経済的負担軽減のため、適正な審査と助成に努めること。

人

     100.00      100.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

申請者に対しての支給率
     100.00      100.00      100.00

       0.00        0.00        0.00

補装具費用負担額助成率 ％
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744

2,311

       0.30

3,055

H29年度

806

744

0

0

744

744

738

2,256

       0.30

2,994

H30年度

806

738

0

0

738

738

806

2,371

       0.30

3,177

R01年度

9.21 0.00

806

0

0

806

806

対象者の身体機能の維持・向上や、日常生活・在宅生活の支援となる。

日常生活用具給付費用負担額助成事業

【平成29年度　事業内容】

日常生活用具給付費用負担額助成事業

【平成30年度　事業内容】

日常生活用具給付費用負担額助成事業

【令和元年度　事業内容】

障害者（児）及びその保護者又は介護を行うものに対して
、日常生活用具の給付に伴う費用負担額を助成する。

障害者地域生活支援事業（政策）

障害者（児）、難病患者

08

対象

01
03

継続　（　　  年度～　）

市日常生活用具給付費用負担額助成要項

01

行政主体

障害者（児）及びその保護者又は介護を行う者に対して、障害者総合支援法に基づく事業を実施することにより
、地域で自立した生活が営むことができるよう福祉の向上を図る。

03

平成30年度

補助事業

20 扶助費

4．健康で思いやりをもって暮らせるまちづくり

（3）障害者福祉の向上

1　障害者福祉

①自立生活の支援

社会福祉課

障害福祉係

政策経費
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■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

障害者等の自立した生活を支援することを目的としており、障害者サービスの利用により福祉
施策に結びついている。

障害者等の経済的負担を軽減するものである。

H29年度

■余地がない □見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

対象者は限定されており、周知徹底されている。

障害者等の経済的負担が増加される。

類似する事業がないため、連携ができない。

H30年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

既に効果的に事業を行っているため、削除の余地はない。

R01年度

■公平・公正である □見直す余地がある

調査を行い、公平・公正に助成している。

     224.00      212.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

日常生活用具給付費用負担額助成延人数
     230.00      230.00      230.00

       0.00        0.00        0.00

日常生活用具給付費用負担額助成数

今後も適正な審査に努め、適正な給付及び支援を行う。

吉田　均
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

障害者等の生活の安定と経済的支援のために必要な事業であるため、適正な審査に基づき支給すること。

寺田　茂孝
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

障害者の自立支援のため適正な審査に努め、適正な給付と支援を行う。

人

     100.00      100.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

助成申請に対する助成率
     100.00      100.00      100.00

       0.00        0.00        0.00

日常生活用具給付費用負担額被助成率 ％
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238

771

       0.10

1,009

H29年度

280

238

0

0

238

238

280

752

       0.10

1,032

H30年度

280

280

0

0

280

280

280

791

       0.10

1,071

R01年度

0.00 0.00

280

0

0

280

280

障害者団体の活動の支援となる。

特になし

市障害者福祉会補助
市手をつなぐ育成会補助

【平成29年度　事業内容】

市障害者福祉会補助
市手をつなぐ育成会補助

【平成30年度　事業内容】

市障害者福祉会補助
市手をつなぐ育成会補助

【令和元年度　事業内容】

障害者（児）が地域で自立して生活していくために境遇を
同じくする者で組織した団体への活動費を補助する。

障害者福祉活動促進事業（政策）

市障害者福祉会、市手をつ
なぐ育成会

10

対象

01
03

継続　（　　  年度～　）

かすみがうら市事業費助成型補助金等交付

要綱

障害者福祉活動促進事業

01

行政主体

障害者（児）の社会参加の促進・障害者（児）及び家族の相互理解のための組織作り及び運営を支援することで
社会福祉の振興に寄与する。

03

平成30年度

補助事業

19 負担金、補助及び交付金

4．健康で思いやりをもって暮らせるまちづくり

（3）障害者福祉の向上

1　障害者福祉

②社会参加の促進

社会福祉課

障害福祉係

政策経費
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■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

活動団体を支援することにより、地域での支援体制強化及び障害者の社会参加を促進する施策
に結びついている。

団体活動を通じ社会参加につながる支援が必要であるため。

H29年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

団体構成員の人数が減少傾向にある。団体への加入の促進が必要である。

団体活動が困難となり、障害者の社会参加の機会が減少する。

各団体は目的に沿った事業を展開しており、適正に補助している。

H30年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

各団体は目的に沿った事業展開を行っており、適正に補助している。

R01年度

■公平・公正である □見直す余地がある

障害者援護施策を推進及び福祉向上と社会啓発を図ることを目的とした団体への補助である。

       2.00        2.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

障害者福祉団体へ事業費の一部を補助した団体数
       2.00        2.00        2.00

       0.00        0.00        0.00

障害者福祉団体補助

今後も障害者（児）の社会参加の促進と障害者（児）及び家族の相互理解を図るために団体へ
の支援を継続していく。

吉田　均
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

会員相互の福祉向上や障害児の福祉の増進を図るため、補助金の適正な支給を図ること。

寺田　茂孝
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

補助金支給団体の事業内容を精査し、助言や指導を行い適正な補助金の執行を行うこと。

件

       2.00        2.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

補助金による目的に沿った事業が実施できた団体数
       2.00        2.00        2.00

       0.00        0.00        0.00

障害者福祉団体の活動促進 件
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2,297
249
92

22,612
1,904

731,785

      95.00

758,939

H29年度

27,862

27,154

12,211

0

14,943

27,154

2,025
317
120

25,528
922

7,142

       0.95

36,054

H30年度

30,338

28,912

19,595

0

9,317

28,912

2,700
434
267

4,070
0

5,533

       0.70

13,004

R01年度

-74.1 -75.3

7,471

4,553

0

2,918

7,471

生活困窮者が経済的困窮状態を脱し、最低限度の生活を維持することで、生活保護に陥らないで済むことが期待
される。

生活保護法に基づく生活保護適正化事業（政策）と生活困
窮者自立支援法に基づく生活困窮者自立支援事業（政策）
とを分けた。

自立相談支援事業
住居確保給付金の支給
家計相談支援事業
生活困窮家庭の中学生に対する学習支援
事業

【平成29年度　事業内容】

自立相談支援事業
住居確保給付金の支給
家計相談支援事業
生活困窮家庭の中学生に対する学習支援
事業

【平成30年度　事業内容】

生活保護面接相談員
生活保護就労支援員
診療報酬明細書等点検業務
被保護者家計相談支援事業

【令和元年度　事業内容】

就労の状況、心身の状況、地域社会からの孤立といった生
活困窮者の状況に応じた、包括的・早期的な支援を行うと
ともに、地域における関係機関、民間団体との緊密な連携
等支援体制の整備を行う。

生活保護適正化推進事業（政策）

生活困窮者

04

対象

01
03

継続　（　　  年度～　）

生活困窮者自立支援法

03

行政主体

生活困窮者自立相談支援事業の実施、生活困窮者住居確保給付金の支給その他の生活困窮者に対する自立の支援
に関する措置を講ずることにより、生活困窮者の自立の促進を図ること。

01

平成30年度

補助事業

01 報酬
04 共済費
09 旅費
13 委託料
19 負担金、補助及び交付金

4．健康で思いやりをもって暮らせるまちづくり

（4）地域福祉の向上

2　低所得者福祉

②生活保護

社会福祉課

保護担当

政策経費
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■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

生活保護に陥るおそれのある者に対する当該各種支援事業は、生活困窮者の自立支援を促す市
の政策に合致するものと思われる。

生活困窮者を支援し、生活保護に陥るのを未然に防ぐことは行政の責務である。

H29年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

平成３１年（令和元年）度からは就労準備支援事業を実施し、生活困窮者自立支援法に基づ
く主要事業を一体的に行うことで、本法が指向する事業成果を最大限引き出す事業展開をして
いる。今後の事業習熟、スキルの蓄積によって成果を向上させることは可能と思われる。

生活保護に陥るのを防ぐ事業であることから廃止・休止することは想像だにできない。

生活困窮者向けの各種事業であることから統廃合は困難ですが、事業効果を高めるための関係
機関との連携は可能と思われる。

H30年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
□人件費の削減余地がない ■人件費の削減余地がある

今後、受け皿となる委託先が増えることで、多様な委託先の参加するプロポーサル実施によっ
て、一層の創意工夫を引き出せる可能性はあると思われる。

R01年度

■公平・公正である □見直す余地がある

生活困窮者向けの事業であることから受益者負担は適当ではないと思われる。

      61.00       80.00        0.00

      12.00        9.00        0.00

      70.00       70.00        0.00

       6.00        6.00        0.00

新規自立相談件数

住居確保給付金支給件数

当分の間は現在の事業実績を蓄積することで事業効果を高めたいと考えるが、受け皿となる多
様な受託先が確保できる状況が整えば、プロポーサル実施によって一層の事業効果の向上を図
って行きたい。

吉田　均
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

引き続き、関係機関との連携を図り生活困窮者の自立を促進し、生活困窮状態からの早期脱却を支援すること。

寺田　茂孝
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

関係機関との連携と協力を図りながら生活困窮者の自立支援の促進を図ること。

件

件

      13.00       14.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

      25.00       25.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

就労者数 人
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